【2014年6月27日「日本医労連院内保育所交渉」】

　6月27日（金）、日本医労連は「院内保育所の充実」を求め、厚労省交渉を行いました。交渉には日本医労連保育所対策委員、労働組合保育所担当等17人が参加、厚労省側からは医政局看護課嶋原係長以下7人が対応しました。

　冒頭、日本医労連山田委員長から「院内保育所の充実と保育所職員の処遇改善は、病院職員を確保する上で不可欠な存在。院内保育所職員は厳しい条件の中で保育の質をまもるために頑張っている。制度や法律が変わる中で不安も強い、積極的な回答をお願いしたい。」と述べ、要請書を提出しました。

1、 厚労省通知「看護師等の「雇用の質」の向上のための取組について」の趣旨に基づき、病院内保育所運営への補助を増額すること。
①　医療現場の長時間労働に対応し実施している開園時間の延長に、長時間保育手当を新設すること。
②　児童の健康診断への補助を新設すること。
③　安定した保育運営が実施できる補助にすること。
（厚労省）院内保育所の補助はこれまで医療提供体制医療費補助金の中で実施してきた。平成26年度以降は、常国会で
成立した医療・介護総合確保推進法で創設された新たな財政支援制度（基金）から実施するスキームに変更と
なった。院内保育所についてはこの医療従事者確保の財政支援対象となる。引き続いて補助が実施されるよう
都道府県に働きかけるとともに必要な予算獲得に向け努力していきたい。

今まで国が全国一律で補助をしていたが、基金は都道府県の実情に応じて、既存事業や新たな事業に使っても
よし、院内保育所の基準額を増額したり、新たな加算や手当をつくるなど、国としては交付要綱を示さずに、
都道府県の実情に応じてできるスキームになっている。補助対象の拡大や増額に対するご要望は都道県に口出
しはできない。都道府県にご相談いただきたい。

2、  保育料収入相当額の控除や負担能力指数による補助金調整は撤廃し、申請額満額を支給すること。
（厚労省）保育料収入相当額の控除や負担能力指数による補助金調整の考え方は厳しい財政状況や効率効果的な補助の
あり方を踏まえ、院内保育所の運営に支障をきたさないように設置者の負担能力に応じ、財源を重点的に配
分するために平成8年度より導入した。厳しい財源と言うことで、これを撤廃することは厳しい状況だが、
26年度以降は基金の対象となるので負担能力指数をどうするかは各都道府県それぞれの実情に応じた考え
方で決定する。


3、 福祉俸給表に基づく人件費単価を大幅に引き上げ、公務員に準じた賃金・労働条件を確保すること。
（厚労省）院内保育所で働く保育士の労働条件・賃金は一義的には就業規則を規定する医療機関と労働者の問題と考える。人件費単価の大幅引き上げについては、新たな財政支援制度の対象となる。

4、 児童福祉法に基づく必要人員を、正規雇用の常勤労働者を基本として確保し、認可外保育施設指導監督基準の「概ね児童福祉施設最低基準以上であること。ただし、２人を下回ってはならない」を実施できる補助金に増額すること。補助金は園児数に見合ったものにすること。
（厚労省）保育士の雇用形態については、設置主体である医療機関が状況により判断するものと考える。認可外保育所
として子どもの安全を守る観点から最低基準は当然守られるべきものであり、守るために補助金を増額する
ことはこれまで難しいと判断してきた。こちらも新たな財政支援制度の対象になる。

＜医労連＞職員確保のための補助はどうなるのか

（厚労省）新たな財政支援制度の対象に移行したものは、これまで通り継続してやっていただけるように都道府県担当
者にはかさねがさね説明している。従前の補助事業を従来通り実施してするためには十分な予算額を確保し
ている。プラスαについては都道府県の実情に合わせて新規の事業や既存の事業を膨らませたりして活用し
ていただきたい。
＜医労連＞減らすこともあるのか
（厚労省）基本的には予算額は十分確保しているので、減ることはまずない。

＜医労連＞従来の補助を減らさないことに、厚労省も責任をもつのか

（厚労省）減るか増えるかの判断は都道府県。従来の医療提供体制推進交付金も厚労省が提示した額の中で都道府県の裁量でされてきた。実質足りないところは都道府県が圧縮したり減らしたりしてきた。都道府県が優先順位をつけて増やしたり減らしたりするのは同じ。
＜宮城＞　厚労省は院内保育事業をどういった形で責任をもつのか

（厚労省）基本的に補助額は都道府県が優先順位を決めていくことになるが、院内保育所補助は人気がある補助なので
削られることはまずないと思う。

＜宮城＞　財政だけでなく、質の問題など監督や把握などへの責任はどうなるのか
（厚労省）院内保育所補助は看護職員の確保が目的。認可外保育所への監視や指導はうちではない。

＜医労連＞職員確保への責任はどうなるのか

（厚労省）財政支援は職員確保も柱のひとつ。十分活用していただきたい。
＜宮城＞　地方にまかせっきりと言うことなのか

（厚労省）あくまで予算上のこと。

＜医労連＞基金に対する予算どりは厚労省がするのか

（厚労省）そうです。

＜医労連＞予算どりのために実態を把握してほしいと言う訴えはどこにすればいいのか

（厚労省）基本的には指導課が基金の枠組みにあたる。事業の中に院内保育所が入っている。

＜岩手＞　昨年の医療提供体制医労費補助金227億円が904億円になったと理解していいか

（厚労省）適合するメニューが従来の補助金227億円から抜けて基金の904億円の中に入った。

＜岩手＞　その中の院内保育所予算はどうなるのか

（厚労省）担当官の方で各都道府県の計画をヒアリングしていく。都道府県が計画をつくって厚労省に上げて、それで交付していく。交付にあたって総合確保方針を作成するが、その前の段階で都道府県に希望などを指導課の方でヒアリングする。第2回目が7月中下旬になるかと思う。今の段階ではいくら積みあがっているかまだわからない。

＜岩手＞　スケジュール的にはどうか

（厚労省）第2回目のヒアリングを行って、総合確保方針を示して、９～10月くらいには都道府県に内示、交付決定は11月くらいを計画していると聞いている。

＜宮城＞　26年度申請はもうすでにしているが、従来とは手続きは変わらなかった。県からも何も聞いていない。
（厚労省）県に対しては何度も説明している。新規計画を一気に実施するのは難しい。今年度は今までの交付要綱のまま走って、来年度変更できるところをやっていくのではないか。何を優先するか県の事情で変わってくる。
＜熊本＞　今の基準は下回らないようにと言う指導はしないのか

（厚労省）基本的には予算はきちんと確保しているので、最低でもこれまで通り。できれば拡充をやってくださいとお願いしている。

（医労連）厚労省としてはこれまでの基準を下回らない、上回る予算にしていると言うことか

（厚労省）予算的には相当余裕を持っている

＜岩手＞　今から新しい事業計画していくことは難しいから、今までの事業をどう膨らませていくかと言うことですね。

＜医労連＞看護師確保は都道府県の責任になるのか。

（厚労省）予算的にはその方がやりやすいのではないか

＜宮城＞　今までの予算は国と県と事業主で3分の1ずつだったが、割合はどうなるのか

（厚労省）基金の負担割合は国3分の2、県3分の１となる。県によって補助率は変わるかもしれないが、事業主3分
の１は変わらないと思う。

＜岩手＞　補助金の基準も県に任せるのか
（厚労省）今年は今のまま走って変えていくことになる。今年積算を変えると言うところもある。

＜宮城＞　県で決めたことは厚労省で把握するのか

（厚労省）何の事業をしているかは指導課の方でフォローアップしていくことになると思う

＜岩手＞　地域によって補助の係数が変わることは

（厚労省）院内保育所は収益に対する調整だけだと思う。

＜岩手＞　院内保育所補助は新システムと比較して、見合う金額になっているのか

（厚労省）新制度の額も都道府県の額もまだわからない。どちらが有利かは医療機関で中身を見ながら判断してほしい。


5、 院内保育所を消費税の課税対象にしないこと。
（厚労省）一般的な認可外保育所は、都道県知事への届け出が義務付けられている施設に関しては指導監督基準を満たす証明書の交付を受けた場合は消費税の課税はされていません。
＜岩手＞　証明書を受けるため、立ち入り調査の項目に対応して準備してきた。評価基準があいまいで、年によって違いがある。努力しているが、目途が見えない。

（厚労省）判断基準は指導監督基準で規定されている。国としては基準を満たしているか否かとなるので、証明書が出せないとなるのは基準が満たされていないと言うことになる。その部分については行政側に聞いていただいて是正してほしい。
＜岩手＞　盛岡市では院内保育所に証明書を出したところは1カ所もない、仙台では出ている。慎重すぎる感じがある。
＜熊本＞　民医連の病院。消費税問題で市に要請に行くと、院内保育所は福利厚生施設だからと切られる。待機児解消対策の役割も果たしている。児童福祉法に基づいて保育を実践しているのだから。同じ保育として対応してほしい。調査に来られるのも市の職員ではなく派遣の方。そこにも差を感じる。
＜宮城＞　事業所内保育所は児童福祉法から考えても、地域か職員の子か関係なく皆税金を払っていることは同じ。院内保育所はその特殊性から多くのニーズに対応する努力もしている。
（厚労省）どうしても福利厚生という色合いが強い。新制度でも地域の子どもを受け入れていることが認可の条件。福利厚生なので事業所側の負担と公費のとのバランスとなる。

＜宮城＞　地域の保育所が24時間保育や休日保育、産休明け保育など充実すれば、院内保育所は不要。特殊な働き方をする医療だから院内保育所が不可欠。それを福利厚生と言うことで一般事業所と一緒にされていることに納得できない。医師・看護師不足の深刻さ理解されているか
（厚労省）保育所に入れなかった一般の方から見た場合も考える必要がある。

＜医労連＞院内保育所があるから地域の保育所に入れないケースがある。待機児童解消の役割も果たしている。医労連調査87園で317人の地域の子が入所していた。これを福利厚生で片付けるのはおかしい。また保育の質を守るために努力している保育所に証明書が出ないのはおかしい。市に聞いて欲しい。
（厚労省）そういう話があれば受けるし、自治体からの問い合わせにも対応する。新制度への移行に際しては夜間や休日のニーズがどのくらいあるか確認して、それに基づいてどのくらい確保が必要か計画を立てることになっている。

＜岩手＞　地域で申し込みをすると申し込み順ではなく保育の優先順となるが、医大にも保育所があるからと後回しにされ3年待ちの人がいる。特に0歳・1才で入れないと、その後は難しい。うちは保育料も高いので地域を希望される人がいるが入れない。認可外で指導基準を守ることはとても大変。人件費を削ることになる。賃金安いから保育士が来ない。

＜全医労＞厚労省が出した5局長通知6局長通知の趣旨を尊重してほしい。医療従事者確保のための院内保育所補助にもかかわらず、国立病院の院内保育所は県に行ってもはじかれることが多い。病院の持ち出しも多く、保育士の賃金も初任給15万円ない。保育士も来ない。民間委託で人件費が削られ、パートやアルバイトの配置では質確保困難。
＜医労連＞福利厚生として均等にする必要があることは建前としてわかる。看護師確保や医療をまもる立場で院内保育所は他とは違う。他からは不公平に見えても政策として緩和してもいいのではないか。（地域の子を）5人見なくてはダメなどではなく、独自に位置付けて対策を立ててほしい。


10、　２０１５年４月以降の院内保育所運営事業について、説明すること。

（厚労省）子ども子育て支援新制度と院内保育所事業とは直接影響はない。別制度なのでどちらを活用するかは事業主が運営の実態や交付の条件等を踏まえて判断することになる。
＜医労連＞厚労省として新制度に移行をすすめるなど方針あるか

（厚労省）そういったことはない。

＜宮城＞　新制度は子ども一人ひとりに対する補助。院内保育所への補助とは額が違う。院内保育所はＡ型だったら2人分の保育士賃金の補助で全然違う。それだったら地域の子も入れてと考えてしまう。そうしたら職員の子どもが途中から入れなくなり、医師・看護師確保ができなくなる。特殊な働き方をしている病院の中の保育所だから特別な対応してほしい。
（厚労省）新制度において事業所内保育所は地域枠で、定員の3分の1から4分の１を設けることとなっている。従業員枠は従業員が優先。
＜宮城＞　従業員に必要な枠で作った保育所に地域の子を入れるためには、定員数をふやさないと対応できない。簡単にはできない。

（厚労省）事業所内保育全体では定員割れを起こしている。その活用をめざしている。

＜岩手＞　まったく別のものと言われると困る。子どもに変わりない。新制度でもあまねく子どもたちに質的・量的な拡大をしていこうということの中に院内保育所もある。盛岡にも200～300待機児童がいる。なかよし保育園でも地域の待機児童解消に役立っている。別な制度だから選ぶのは勝手ではなくて児童福祉法の観点で院内保育所も位置付けてほしい。
＜熊本＞　地域型の場合、職員の子の給付は84％になると聞いた。職員の子も100％給付してほしい。
（厚労省）新制度の公定価格はひとり当たりいくらと言う単価に対して、従業員枠の子どもに関しては地域枠の子どもの84％と単価を下げている。これは従業員の保育料は企業が補てんして若干安く抑えている実態を踏まえて減らしている。公定価格は全国一律の基準として国が設定するもの。保育料の利用者負担は地域の子も職員の子も一律。病院の持ち出しは変わらない。地域型保育所は原則3才未満だが、3才以上の子を受け入れた場合も特例給付として給付の対象となる。事業所内の子どもでも新制度の枠組みに入るのであれば、全て市町村から認定を受けてもらう。認定を受けた子供が施設に入っているのであれば、その人数に応じた単価で支払われる。事業所内の場合は色々な市町村からきていることが考えられるが、その場合も市町村の認定があって入所することになる。

＜熊本＞　認定しない市町村もあるのか

（厚労省）子どもの申請に関して市町村が、客観的に見て保育の必要がない場合を除いて確実に認定されます。

＜熊本＞　院内保育所があるから認定しないと言うことはないですね。

（厚労省）院内保育所が事業所として認可を受けて制度に移行しているのであれば、そこに通うお子さんについては確実に認定されます。

＜岩手＞　3才以上は公定価格表にないが
（厚労省）特例給付については今後示していく。基本的には20人以上の保育所の単価をそのままとなっている。

＜岩手＞　保育所の設置者は病院で、運営管理責任は労働組合、消費税を払うのは病院ではないか。
（厚労省）委託を受けて運営しているのであれば、税法上消費税は委託を受けた側が払うことになる。

＜岩手＞　従来の国庫補助は廃止になるのか

（厚労省）廃止になる。実態は国の要綱をそのまま持ってくる県が多いと思う。

6、 老健施設や介護施設の職員確保対策として、事業所内保育所への補助金を拡充すること。
（厚労省）介護関連施設における施設内保育設置にかかる費用についての支援は、先進的事業ということで位置付け、Ｈ22年度から地域介護福祉空間整備等施設整備交付金がつくられた。施設内保育所を整備するための経費を助成する地域介護福祉空間整備推進法がある。こちらの活用も可能となっている。

7、 補助金の申請様式を簡素化し、登園人数の確認は出席簿確認にすること。
（厚労省）平成23年度から保育料収入相当額を個人の所得税から算出する方法から定額に変更し、利用者の所得証明を必要としなくなったことで大幅に事務負担の軽減が図られたと考えている。登園人数の確認方法は国から県に具体的な確認方法は示していない。各都道府県が実態に合わせた方法で確認し申請しているものと思う。申請方式についても新しい支援制度と言うことになるので都道府県に相談をしてください。


8、 東日本大震災からの早期復興と防災対策の徹底を国の責任で行うこと。
1 病院災害マニュアルの中に院内保育所も位置付け、人員体制、施設整備、医薬品および食料の備蓄を国の責任で行い、指導すること。
2 認可外保育所「安全マニュアル」の作成にあたっては、各県も対応するよう指導すること。
3 放射能による被害を受けた地域の院内保育所保育が安全に安心して実施されるよう、保育に必要な地域の頻回の線量計測実施と各園に給食食材の検査用測定器を設置すること。園児の健康管理体制強化のため定期的な健康診断と医療費の無料化を図ること。
4 院内保育所も月１回の避難訓練を徹底すること。
（厚労省）医政局として災害医療体制の充実をはかる観点から検討会を開いて、災害発生後の中長期にわたる提供体制
を検討してきた。医療施設においては自らが被災時の防災マニュアルの策定と併せて業務継続計画（ＤＣＰ）
に基づいた災害対策マニュアルを作成するよう都道府県を通じて通知を出している。災害対策マニュアルに
ついては昨年の9月作成の手引きを各都道府県を通して知らせている。マニュアルについては病院の開設者
が策定するものと考えている。院内保育所の耐震化等については開設者が整備していくことになる。
　食料の備蓄については、通常の病院運営で使用できるようなものを別枠で備蓄するのは難しい。人員体制に
ついても難しい。病院の施設整備については、災害拠点病院には自家発電設備とか下水槽、食料医薬品の備
蓄倉庫などへの補助はある。
（厚労省）認可外保育施設には「認可外保育所指導監督基準」に基づく指導をしている。認可外保育所の重大事故の発
生率が高くなっているので、厚労省としても事故防止の対策をやっているところです。
（厚労省）25年度から各都道府県に設置されている安心こども基金を活用して、放射線検査機器の整備、調理前に給食
食材の放射線検査、提供後の検査に必要な費用の補助を行っている。26年度からは東日本復興特別会計の方
に計上して引き続き補助をしている。
（厚労省）児童福祉施設の設置及び運営に関する基準により毎月1回の避難訓練を行うことが定められている。病院内
保育所運営事業の実施主体の義務としても施設及び運営の最低基準を尊重している。26年度以降も新たな
財政支援制度の基金事業で実施することになるが、都道府県でも尊重するものと考えている。

＜医労連＞検査用測定器などの補助はいくら出るのか、どこに申請すればよいのか

（厚労省）自治体に対して補助を行っている。申請でいくつ必要なのか自治体側に寄せられて、それをもとに国の方に
申請が出される。補助率は高い。具体的には問い合わせてほしい。
＜滋賀＞　安全マニュアルについて、昨年も話したが、市の方に問い合わせたら安全マニュアルはあるが、認可外保
所には渡せない、見てもらうことはできると言われた。1年経過したが進展ない。回答で「事故防止の対策
をやっているところ」とあったが、中身を知りたい。
（厚労省）事故防止に向けては保育所も認可外も両方対象になる。昨年事務連絡で対応を知らせた。その内容について
は言っていただければお知らせする。自治体の対応についてはこちらではわかりかねる。事故に関しては検
証して防止策をつくれないか考えている。週明けに子育て会議があるのでそこで議論することになっている。
＜岩手＞　支援児に対する加配、院内保育所には補助がないので自前でつけている。昨年消費税が８％になれば加配予

算など新しい制度に含まれると言われたが、市からの説明では消費税10％になったら考えると言われた。ど
うなっているのか

（厚労省）新制度に関しては消費税が10％に上がった際の7000億が充てられることになっている。地域型保育におけ
る障害児受け入れに関しては配置基準2：1の加算を設けることにしている。消費税10％が税収として上が
るのは29年度。昨年示したのは29年度のことになる。それまでは現行水準と29年度ベースの間になる。
最終の確定は年末、単価としては1月頃になる。

9、 国立病院（ハンセン病療養所・独立行政法人国立病院機構・国立高度専門医療研究センター）の院内保育所を国と病院の責任で存続拡充し、保育の質の継続をはかること。

（厚労省）厚労省第二共済組合は国家公務員共済組合法に基づき、福利厚生の一環として国立病院機構の病院と国立病
院の院内保育所運営の委託実施をしている。病院職員のお子さんを安心して預けていただく保育の質確保に
努めていく。
＜岩手＞　新たな財政支援制度の要綱はあるのか

（厚労省）法案が成立したばかりなので要綱はできていない。県への説明は１～２月にしているのでおおよその内容は
県に聞けばわかる
＜宮城＞　子どもは平等であってほしい。新しい制度ではこぼれる子どもがないように、全体的な保育制度を考えてほ
しい。
＜医労連＞震災時、医療にあたる医師・看護師を支えたのは院内保育所。園舎も被害を受けて、保育士の車で保育を続
けたところもあった。地域の保育所が休園する中で、院内保育所は地域の子も含めて保育を続けた。大きな

役割を理解してほしい。院内保育所がなければ日本の医療は守られない。今後も院内保育所拡充のために責
任をもっていただきたいことをお願いして終わります
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